
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度決算に係る財務書類等の分析 
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Ⅰ．財務書類（全体）の概要 

１．貸借対照表（令和 3年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

令和２年度は、下水道事業会計が公営企業化したことに伴い、全体会計に加えたことで、

前年度より大きく増加することとなりました。 

令和２年度末の市全体の資産は約 1,078 億円となり、前年度に比べて約 287 億円の増加

となっています。このうち庁舎、学校などの事業用資産が約 366億円（総資産の約 34％）、

道路や公園、上下水道などのインフラ資産が約 520億円（総資産の約 48％）、固定・流動資

産を合わせた基金は約 83億円（総資産の約 8％）となっています。 

負債は約 733 億円で、そのうち資産形成に要した財源は主に地方債で固定・流動負債を

合わせて約 556億円（総負債の約 76％）です。 

資産から負債を差し引いた純資産、いわゆる自己資本は約 345 億円であり、現在までの

世代が負担した金額を示しています。 

 

（単位：百万円）

２年度 元年度 増減 ２年度 元年度 増減

【資産の部】

固定資産 100,851 72,933 27,918 固定負債 66,659 45,531 21,128

有形固定資産 92,335 65,953 26,382 地方債等 50,587 37,306 13,281

　事業用資産 36,623 37,108 -485 退職手当引当金 2,459 3,722 -1,263

　インフラ資産 52,042 26,022 26,020 その他 13,613 4,503 9,110

　物品 3,670 2,823 847 流動負債 6,684 5,239 1,445

無形固定資産 2,119 50 2,069 1年内償還予定地方債等 4,975 4,002 973

投資その他の資産 6,397 6,930 -533 未払金 900 630 270

　投資及び出資金 506 1,118 -612 賞与等引当金 435 393 42

　長期延滞債権 562 576 -14 預り金 227 207 20

　長期貸付金 185 196 -11 その他 147 7 140

　基金 5,199 5,051 148

　その他 -55 -11 -44 負債合計 73,343 50,770 22,573

流動資産 6,976 6,199 777 【純資産の部】

現金預金 2,614 2,182 432 固定資産等形成分 103,937 75,839 28,098

未収金 1,021 859 162 余剰分 -69,453 -47,477 -21,976

短期貸付金 18 21 -3

基金 3,067 2,885 182

その他 256 252 4 純資産合計 34,484 28,362 6,122

107,827 79,132 28,695 107,827 79,132 28,695

科目 科目

【負債の部】

資産合計 負債・純資産合計
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２．行政コスト計算書（令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

令和２年度の経常費用は、下水道事業会計を全体会計に追加したことや、特別定額給付

金などの新型コロナウイルス感染症対策関連事業の実施などにより、前年度に比べて約 51

億円増加の、約 374億円となっています。 

経常収益は、下水道事業会計の追加などにより、前年度に比べて約 16億円増加の、約 68

億円となっています。 

経常収支の差し引きである純経常行政コストに、臨時的な損益を考慮した純行政コスト

は、前年度より約 34億円増加し、約 317億円となっており、このコスト（収支マイナス分）

については、市税や地方交付税などの一般財源や、国県の補助金で賄っています。 

 

c （単位：百万円、％）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

経常費用 37,427 100.0 32,350 100.0 5,077 0.0

人件費 6,670 17.8 6,675 20.6 -5 -2.8

物件費等 9,256 24.7 7,317 22.6 1,939 2.1

補助金等 17,354 46.4 13,660 42.3 3,694 4.1

社会保障給付 3,181 8.5 2,421 7.5 760 1.0

その他 966 2.6 2,277 7.0 -1,311 -4.4

経常収益 6,836 5,211 1,625

使用料及び手数料 4,705 4,374 331

その他 2,131 837 1,294

30,591 27,139 3,452

臨時損失 1,289 1,150 139

災害復旧事業費 978 1,132 -154

その他 311 18 293

臨時利益 218 51 167

31,662 28,238 3,424

増減

純行政コスト

純経常行政コスト

科目
２年度 元年度
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３．純資産変動計算書（令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

令和２年度の純資産は、純行政コストを、税収や補助金などの財源が大きく上回ったこ

とや、下水道事業会計を全体会計に追加したことなどにより本年度純資産変動額も大きく

増加したため、前年度に比べて約 61億円増加の、約 345億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

２年度 元年度 増減

前年度末純資産残高 28,362 28,114 248

純行政コスト（△） -31,662 -28,238 -3,424

財源 35,153 28,525 6,628

税収等 20,153 19,249 904

国県等補助金 15,000 9,276 5,724

本年度差額 3,491 287 3,204

資産評価差額 -7 5 -12

無償所管換等 -140 -156 16

その他 2,778 112 2,666

本年度純資産変動額 6,122 248 5,874

34,484 28,362 6,122

科目

本年度末純資産残高
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  ４．資金収支計算書（令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

業務活動収支は、下水道事業会計を全体会計に追加したことなどにより、前年度より約

22億円の増加の、約 49億円となっています。 

投資活動収支は、下水道事業会計追加の影響などにより前年度に比べて約 1億円の減少、

財務活動収支は、一般会計において地方債の繰上償還を例年より多く実施したことや、下

水道事業会計追加の影響などにより、前年度に比べて約 22億円の減となっています。 

 結果として、歳計外現金を加えた現金預金残高は、前年度より約 4億円の増加となりました。 

 

（単位：百万円）

２年度 元年度 増減

業務活動収支 4,947 2,789 2,158

業務支出 33,450 29,391 4,059

業務費用支出 12,780 11,590 1,190

移転費用支出 20,670 17,801 2,869

業務収入 38,556 33,008 5,548

臨時支出 1,174 1,132 42

臨時収入 1,015 304 711

投資活動収支 -2,027 -1,896 -131

投資活動支出 3,584 3,460 124

投資活動収入 1,557 1,564 -7

財務活動収支 -2,507 -330 -2,177

財務活動支出 6,729 4,694 2,035

財務活動収入 4,222 4,364 -142

本年度資金収支額 413 563 -150

前年度末資金収支額 2,000 1,437 563

本年度末資金残高 2,413 2,000 413

前年度末歳計外現金残高 182 193 -11

本年度歳計外現金増減額 19 -11 30

本年度末歳計外現金残高 201 182 19

2,614 2,182 432

科目

本年度末現金預金残高
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Ⅱ．全体財務書類の分析 

 

１．住民一人当たり資産額 

    市の人口規模に対する資産の大きさを示す指標です。 
 

        住民一人当たり資産額＝資産合計÷住民基本台帳人口（3/31 現在） 

                                                       （円） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 2,065,421 2,101,788 2,099,277 2,133,743 2,994,542 

（参考）一般会計等 1,476,847 1,536,170 1,556,595 1,611,728 1,871,191 

 

下水道事業会計を追加した影響などにより、前年度末からは約 86万円増加することとなって

います。 

 

２．歳入額対資産比率 

    これまでに形成された資産が、歳入の何年分に相当するかを示す指標です。 
 

        歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

                                                       （年） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 2.0 2.0 2.0 2.0 2.3 

（参考）一般会計等 2.4 2.4 2.4 2.4 .2.3 

 

資産形成規模は、単年度の歳入総額の 2.3年分に相当します。下水道事業会計を追加した影

響などにより増加となりました。 

 

３．有形固定資産減価償却率 

    有形固定資産のうち、建物などの償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合で、耐用年

数に対して資産の取得からどの程度経過しているか把握することができる指標です。 
   

        有形固定資産減価償却率＝ 

                  減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額） 

                                                       （％） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 55.5 56.7 58.1 58.8 54.8 

（参考）一般会計等 59.6 60.5 61.6 61.9 62.9 

 

下水道事業会計を追加した影響により、4.0％の減少となりました。一方、参考として記載し

ている一般会計等では、1.0％増加しており、施設の老朽化が進んでいることがわかります。今

後、老朽化に伴う維持管理等の費用により財政的負担の増加が懸念されるため、施設の統廃合

など各施設のあり方を見直すとともに、各施設の長寿命化を図る必要があります。 
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４．純資産比率 

    将来世代と過去及び現世代との間で負担の割合が変動したことを示す指標で、比率が高いほど将来 

世代が利用可能な資産が多いことを示します。 
   

        純資産比率＝純資産÷資産合計 

                                                       （％） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 36.3 35.6 35.5 35.8 32.0 

（参考）一般会計等 43.2 41.1 40.7 41.1 50.6 

 

下水道事業会計を追加した影響により、3.8％の減少となりました。一方、参考として記載し

ている一般会計等では、9.5％の増加となっていますが、これは、公営企業会計への出資金で一

部未計上であったものを計上したことが主な要因です。 

 

５．将来世代負担比率 

    有形固定資産などの社会資本等に対して、将来世代の負担を示す指標で、比率が低いほど将来世

代の負担が低いことを示します。 
   

        将来世代負担比率＝地方債残高÷有形・無形固定資産合計 

                                                       （％） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 47.8 47.3 47.5 47.6 49.0 

（参考）一般会計等 43.0 43.2 44.5 45.7 45.8 

 

下水道事業会計を追加した影響により、前年度から 1.4％増となりましたが、傾向としても、

増加傾向にあるため、引き続き任意の繰上償還の実施や地方債の発行抑制により、将来世代の

負担軽減に努める必要があります。 

 

６．住民一人当たり行政コスト 

    市の人口規模に対する行政コストを示した指標です。 
   

        住民一人当たり行政コスト＝純行政コスト÷住民基本台帳人口（3/31 現在） 

                                                       （円） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 723,075 787,728 752,459 761,426 879,302 

（参考）一般会計等 489,958 539,042 511,913 526,299 621,596 

 

下水道事業会計を追加した影響により、大幅に増加しました。地理的条件もあって行政コス

トが高くなっていますが、引き続き、使用料、手数料といった収入の見直しのほか、事務事業、

経常経費など費用についても見直す必要があります。 
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７．住民一人当たり負債額 

    市の人口規模に対する負債の大きさを示す指標です。 
   

        住民一人当たり負債額＝負債合計÷住民基本台帳人口（3/31 現在） 

                                                       （円） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 1,314,853 1,353,552 1,353,728 1,368,972 2,036,859 

（参考）一般会計等 839,060 904,614 923,004 949,682 925,238 

 

下水道事業会計を追加した影響により、大幅に増加しました。一方、参考として記載してい

る一般会計等は、例年より多く地方債の繰上償還を実施したこともあり、減少しました。 

 

８．基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

    地方債等の発行収入を除いた歳入と地方債等の元利償還額を除いた歳出のバランスを示した指標

で、バランスが均衡している場合には、持続可能な財政運営が実現できていると言えます。 
   

        基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息支出を除く）＋投資活動収支（基金を除く） 

                                                       （円） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 1,376,543,808 536,278,790 107,449,401 727,352,410 3,821,412,866 

（参考）一般会計等 761,372,883 ‐61,778,223 ‐410,173,061 -448,498,799 1,235,928,198 

 

業務収入の大幅増加により業務活動収支の黒字が増加したことから、前年度より約 31億円増

加し、約 38 億円の黒字となっています。また、参考として記載している一般会計等について

も、赤字額の増加が続いていましたが、約 12億円の黒字となりました。 

 

９．受益者負担比率 

    行政サービスを提供するにあたり、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の金額の割

合を示した指標です。 
   

        受益者負担比率＝経常収益÷経常費用 

                                                       （％） 

 H28 H29 H30 R1 R2 

全体 16.3 14.1 14.9 16.1 18.3 

（参考）一般会計等 5.0 4.0 4.1 4.5 8.9 

 

下水道事業会計を追加した影響により、大幅に増加しました。一方、参考として記載してい

る一般会計等も、退職手当引当金で算定額との差額による繰入が発生したことにより、経常収

益が一時的に増加した結果、前年度より大幅に増加することとなりました。 

 


